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平成２２年１１月１８日招集 

 

 

 

 



 １ 

議案番号 件名(担当) 主   な   内   容 

８７ 相模原市一般職の職

員の勤務条件に関す

る条例の一部を改正

する条例について 

(総務局総務部) 

 

 

 

 

勤務時間に係る規定の整理、休憩時間を１時間とするための

規定の改正及び休憩時間の特例に係る規定の追加をするもの 

(Ｈ２３．４．１施行) 

８８ 相模原市職員の退職

手当に関する条例の

一部を改正する条例

について 

(総務局総務部) 

 

 

 

 

国及び他の地方公共団体における退職手当制度の改正の状況

等を勘案し、退職手当の支給制限、支払の差止め及び返納に係

る対象範囲の拡充その他所要の改正をするもの 

(公布日施行) 

８９ 外国の地方公共団体

の機関等に派遣され

る職員の処遇等に関

する条例の一部を改

正する条例について 

(総務局総務部) 

 

 

 

 

国及び他の地方公共団体における国際機関等に派遣される職

員に係る給与の算定方法の改正の状況等を勘案し、外国の地方

公共団体の機関等に派遣される職員に支給する給与の算定方法

に係る規定の改正をするもの 

(公布日施行) 

９０ 附属機関の設置に関

する条例の一部を改

正する条例ついて 

(企画市民局企画部) 

 

 

 

 

 大規模な事業の評価に関する事項を調査審議させるため、相

模原市大規模事業評価委員会の設置をするもの 

                      (公布日施行) 

９１ 相模原市立さがみ湖

リフレッシュセンタ

ー条例の一部を改正

する条例について 

(健康福祉局保険高齢

部) 

 

 

 

地番の整理により位置の表示の変更をするもの 

(公布日施行) 



 ２ 

９２ 相模原市家庭的保育

事業による保育の実

施に関する条例につ

いて 

(健康福祉局こども育

成部) 

 

 

 児童福祉法(昭和２２年法律第１６４号)第２４条第１項ただ

し書の規定に基づく家庭的保育事業による保育を行うため、対

象児童、家庭的保育者の要件、利用の申込み、家庭的保育者の

認定、連携保育所の指定等について所要の定めをするもの 

(Ｈ２３.４．１施行。ただし、家庭的保育事業による保育の利

用の申込み、家庭的保育者の認定等に係る規定は公布日施行) 

９３ 相模原市道路占用料

徴収条例の一部を改

正する条例について 

(都市建設局土木部) 

道路法施行令(昭和２７年政令第４７９号)の改正及び本市に

おける固定資産税評価額の変動に伴い、道路占用料の額の改定、

道路占用料の減免対象物件の追加その他所要の改正をするもの 

(Ｈ２３．４．１施行) 

１ 改正の内容 

（１）占用料を減額又は免除することができる項目等の追加(第

５条関係) 

  ア 応急仮設建築物で被災者の居住の用に供するため必要

なもの 

イ 独立行政法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構が建設

等を行う鉄道施設 

（２）国県道の占用料に係る規定の整理(附則第１０項及び第 

１１項並びに附則別表第９関係) 

神奈川県の基準を適用して本市が管理している国道及び

県道に係る占用料について、市道の占用料に係る規定と一

元化するため、規定を削除するもの 

（３）占用料の改定等 

ア 占用料の改定 

イ 占用物件に係る項目の追加 

（ア）信書便差出箱 

（イ）応急仮設建築物 

（ウ）歩道等における自転車等を駐車させるために必要な

車輪止め装置その他の器具 

ウ 地下埋設管の管径区分の細分化 

２ 相模原市都市公園条例の一部改正 

相模原市都市公園条例(昭和４５年相模原市条例第１１

号)において、相模原市道路占用料徴収条例に準じて都市公

園の占用許可による使用料の額を規定しているため、同条

例の改正に伴い改正するもの 

３ 相模原市認定外道路管理条例の一部改正 

相模原市認定外道路管理条例(平成１７年相模原市条例

第１４５号)において、相模原市道路占用料徴収条例に準じ

て占用料を減額し、又は免除することができる項目を規定

しているため、同条例の改正に伴い改正するもの 

 



 ３ 

９４ 工事請負契約につい

て 

(企画市民局財務部) 

１ 工事の名称 津久井広域道路インターチェンジ接続工事 

(その３) 

２ 工事の場所 緑区小倉１３８番２地先から小倉１９３番ロ

地先まで 

３ 契約金額 ８５１，４５５，５００円 

４ 契約の相手方 丸豊建設・日相建設・進建共同企業体 

代表者 丸豊建設株式会社 

代表取締役 広 田 寅 彦 

５ 履行期限 本契約締結の日から８２０日以内 

６ 工事の概要 

区分 全体 
本線 

(上下線) 

本線 

(下り線) 
合流車線 仮設道路 

延長 570.00ｍ 120.00ｍ 129.00ｍ 180.00ｍ 330.00ｍ 

幅員 ― 22.00ｍ 7.00ｍ 7.00ｍ 9.75ｍ 

工種 道路土工、法面工、ブロック積工、仮設道路工等 

  

９５ 工事請負契約につい

て 

(企画市民局財務部) 

１ 工事の名称 津久井広域道路インターチェンジ接続工事 

(その４) 

２ 工事の場所 緑区小倉１２３番６地先から小倉２０６番３

地先まで 

３ 契約金額 ８６７，６１５，０００円 

４ 契約の相手方 若築建設・安西興業・林建設共同企業体 

代表者 若築建設株式会社横浜支店 

支店長 一ノ瀬  敏 

５ 履行期限 本契約締結の日から８２０日以内 

６ 工事の概要 

延長 612.50ｍ 

幅員 9.75ｍ～10.25ｍ 

工種 道路改良工、鋼橋上部工、コンクリート橋上部工等 

  橋りょうの概要  

区分 
(仮称)馬込 

１号線 

(仮称)馬込 

２号線 
(仮称)原一の沢橋 

構造 ＰＣ Ｔ桁 鋼製箱桁 ＰＣ Ｔ桁 

橋長 34.00ｍ 56.50ｍ 36.00ｍ 

幅員 9.75ｍ 9.75ｍ 9.75ｍ～10.25ｍ 

 

 



 ４ 

９６ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

工事請負契約の変更

について 

(企画市民局財務部) 

 

 

１ 工事の名称 公共下水道境川第２８バイパス雨水幹線整

備工事(１工区) 

２ 工事の場所 相模原市南区上鶴間３丁目１０２５番１か

ら南区上鶴間本町９丁目９４８番１まで 

３ 契約の相手方 入江土木・日栄建設・萩原造園土木共同企

業体 

代表者 株式会社入江土木 

代表取締役 入 江  功 

４ 本契約締結日 平成２１年６月３０日 

５ 変 更 事 項 

  契 約 金 額 変更前   ９０８，２５０，０００円 

         変更後 １，０４３，０３１，１５０円 

６ 変更の理由 

公共下水道境川第２８バイパス雨水幹線整備工事(１工区)

の施工場所において、トンネル掘削中、湧水が発生したため、

土の崩落を防ぐためにトンネル上部に板を設置するととも

に、トンネル上部周辺に薬剤を注入する必要が生じたこと等

から、トンネル掘削完了までに要する経費を増額する必要が

生じたため、契約金額の増額をするもの 

 

９７ 工事委託協定の変更

について 

(都市建設局土木部) 

１ 工事の名称 相模線南橋本駅橋本駅間都市計画道路大山

氷川線立体交差工事 

２ 工事の場所 相模原市中央区小山４丁目８０２番１ほか 

３ 協定の相手方 東日本旅客鉄道株式会社 

         東京工事事務所長 栗 田 敏 寿 

４ 本協定締結日 平成２０年１月７日 

５ 変 更 事 項 

契 約 金 額 変更前 １，７１０，０００，０００円 

         変更後   ７０６，０００，０００円 

６ 変更の理由 

相模線南橋本駅橋本駅間都市計画道路大山氷川線立体交差

工事の施工場所において、施工場所近くにある東京電力鉄塔

の傾斜を防ぐために地盤改良を行ったが、工事を進める中で

想定より地盤に対する影響が小さく、地盤改良を行う面積が

減少したこと等から、工事完了までに要する経費が減少した

ため、委託金額の減額をするもの 

９８ 指定管理者の指定に

ついて 

(健康福祉局福祉部) 

 

１ 管理を行わせる施設の名称 

  相模原市立緑第一障害者地域活動支援センター 

２ 指定管理者 

  所在地 相模原市緑区与瀬１０１０番地１ 

  名 称 特定非営利活動法人湘北福祉会 

３ 指定の期間 

  平成２３年４月１日から平成２６年３月３１日まで 

 



 ５ 

９９ 指定管理者の指定に

ついて 

(都市建設局まちづく

り計画部) 

１ 管理を行わせる施設の名称 

  並木団地 

２ 指定管理者 

  所在地 相模原市中央区相模原４丁目７番１０号エス・プ

ラザビル１F 

  名 称 共同企業体ウイッツ 

３ 指定の期間 

  平成２３年４月１日から平成２６年３月３１日まで 

 

 

 

１００ 指定管理者の指定に

ついて 

(都市建設局まちづく

り事業部) 

１ 管理を行わせる施設の名称 

 谷口北口自転車駐車場及び谷口南口自転車駐車場 

２ 指定管理者 

 所在地 相模原市中央区富士見６丁目６番２３号 

 名 称 財団法人相模原市都市整備公社 

３ 指定の期間  

平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日まで 

 

 

 

１０１ 指定管理者の指定の

期間の変更について 

(環境経済局環境共生

部) 

１ 管理を行わせる施設の名称 

  相模原市立相模川ふれあい科学館 

２ 指定管理者 

  所在地 横浜市金沢区八景島 

  名 称 株式会社横浜八景島 

３ 変更事項 

指定の期間 変更前 平成２１年４月１日から平成２３年

３月３１日まで 

変更後 平成２１年４月１日から平成２４年

８月３１日まで 

４ 変更の理由 

相模原市立相模川ふれあい科学館の再整備に係る工事着手

の予定時期を変更したことに伴い、現在の指定管理者である株

式会社横浜八景島に対する指定の期間を変更するもの 

 

 

 

 

１０２ 当せん金付証票の発

売限度額について  

(企画市民局財務部) 

平成２３年度における公共事業等の費用の財源に充てるため

の当せん金付証票を発売するに当たり、その発売限度額を定め

る必要があるため、当せん金付証票法(昭和２３年法律第１４４

号)第４条第１項の規定により提案するもの 

発売限度額 ４，５００，０００，０００円 

 

 

 



 ６ 

１０３ 

 

平成２２年度相模原

市一般会計補正予算

(第３号) 

(企画市民局財務部) 

補正前の額 補 正 額 補正後の額 

千円 

 

234,280,000 

千円 

 

400 

千円 

 

234,280,400 

１０４ 平成２２年度相模原

市一般会計補正予算

(第４号) 

(企画市民局財務部) 

234,280,400 2,907,600 237,188,000 

１０５ 平成２２年度相模原

市介護保険事業特別

会計補正予算(第２

号) 

(企画市民局財務部) 

 

 

28,369,000 13,800 28,382,800 

１０６ 相模原市一般職の給

与に関する条例等の

一部を改正する条例

について 

(総務局総務部) 

 

 本市人事委員会の給与等に関する勧告並びに国及び他の地方

公共団体の給与改定の状況等を勘案し、一般職の職員の給料、

地域手当、期末手当及び勤勉手当の改定並びに医療職の職務の

級４級の追加その他所要の改正をするもの 

(Ｈ２２．１２．１施行。ただし、平成２３年度以降の期末手当

及び勤勉手当の改定に係る規定は、Ｈ２３．４．１施行) 

１ 給料月額の改定                               単位：月 

区 分 
平均給料月額 平 均 

改定額 

平 均 

改定率 現 行 改正後 

行 政 職 

給料表(１) 

円 

339,386 

円 

336,997 

円 

△2,389 

％ 

△0.70 

行 政 職 

給料表(２) 
316,321 313,806 △2,515 △0.80 

消 防 職 

給 料 表 
340,487 338,204 △2,283 △0.67 

合 計 336,915 334,529 △2,386 △0.71 

備考 平均給料月額の現行の欄に掲げる金額は、平成２２年

４月１日現在の額 

２ 地域手当の改定 

  地域手当の月額を、給料、扶養手当及び管理職手当の月額

の合計額に１００分の１０を乗じて得た額から１００分の

９．５を乗じて得た額に改定するもの 



 ７ 

  ３ 期末手当の支給割合の改定                     単位：月 

区 分 
現   行 改 正 後 

6月期 12月期 合計 6月期 12月期 合計 

一般職員 1.25 1.5 2.75 
1.25 1.35 2.6 

1.225 1.375 2.6 

特定幹部職員 1.05 1.3 2.35 
1.05 1.15 2.2 

1.025 1.175 2.2 

再任用職員 0.65 0.85 1.5 
0.65 0.8 1.45 

0.65 0.8 1.45 

備考 改正後の欄の上段は平成２２年度の支給割合、下段

は平成２３年度以降の支給割合 

４ 勤勉手当の支給割合の改定                     単位：月 

区 分 
現   行 改 正 後 

6月期 12月期 合計 6月期 12月期 合計 

一般職員 0.7 0.7 1.4 
0.7 0.65 1.35 

0.675 0.675 1.35 

特定幹部職員 0.9 0.9 1.8 
0.9 0.85 1.75 

0.875 0.875 1.75 

再任用職員 0.35 0.35 0.7 
0.35 0.3 0.65 

0.325 0.325 0.65 

備考 改正後の欄の上段は平成２２年度の支給割合、下段

は平成２３年度以降の支給割合 

５ 医療職の職務の級４級の追加 

医療職の職務の級に保健所長の職務又はこれに相当する職

務として、４級を追加するもの 

１０７ 相模原市市長等常勤

の特別職の給与及び

旅費に関する条例等

の一部を改正する条

例について 

(総務局総務部) 

国の特別職の職員に対する期末手当及び本市の一般職の職員

に対する期末手当の支給割合の改定状況等を勘案し、市長等常

勤の特別職、教育長及び市議会議員に支給する期末手当の改定

をするもの 

(Ｈ２２．１２．１施行。ただし、平成２３年度以降の期末手当

の改定に係る規定は、Ｈ２３．４．１施行) 



 ８ 

  期末手当の改定                                 単位：月 

区 分 
現   行 改 正 後 

6月期 12月期 合 計 6月期 12月期 合 計 

市長等常

勤の特別

職 

教育長 

市議会議

員 

1.45 1.65 3.1 

1.45 1.5 2.95 

1.4 1.55 2.95 

備考 改正後の欄の上段は平成２２年度の支給割合、下段は

平成２３年度以降の支給割合 

１０８ 相模原市土砂等の埋

立て等の規制に関す

る条例について 

(環境経済局環境共生

部) 

土砂等の埋立て等の一層の適正化を図るため、事前協議、土

地所有者の同意、許可申請に係る手数料、保証金の預託及び土

地所有者の義務の規定の追加並びに罰則の強化その他所要の改

正をするもの 

(Ｈ２３．４．１施行。ただし、事前協議その他許可の手続に関

し必要な準備行為は、この条例の施行の日前においても行うこ

とができるとする規定は、Ｈ２３．２．１施行) 

１ 土砂等の埋立て等の許可申請手数料 

事業区域の面積が３，０００

平方メートル未満の場合  

１件につき３３，０００円 

事業区域の面積が３，０００

平方メートル以上の場合 

１件につき４８，０００円 

２ 土砂等の埋立て等の変更の許可申請手数料 

事業区域の面積が３，０００

平方メートル未満の場合 

１件につき２３，０００円 

事業区域の面積が３，０００

平方メートル以上の場合 

１件につき２８，０００円 

３ 土砂等の埋立て等の譲受けの許可申請手数料 

事業区域の面積が３，０００

平方メートル未満の場合 

１件につき２３，０００円 

事業区域の面積が３，０００

平方メートル以上の場合 

１件につき２８，０００円 

４ 保証金の使途 
 

保証金を徴収する理由 単位 金額 

 土砂等の埋立て等の適正な施工

並びに事業区域及びその周辺の地

域における災害の発生防止並びに

自然環境及び生活環境の保全等を

保証するため 

搬入す

る土量

１立方

メート

ル当た

り 

200円 

   

 

 

 

 

 



 ９ 

報告番号 件名(担当) 主   な   内   容 

２１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

専決処分の報告につ

いて 

(総務局総務部) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本市塵芥車による交通事故に係る損害賠償額 

(１９９，７３５円)の決定の専決処分 

本市軽乗用車による交通事故に係る損害賠償額 

(８１２，０２９円)の決定の専決処分 

本市救急自動車による交通事故に係る損害賠償額 

(５９，０００円)の決定の専決処分 

本市塵芥車による交通事故に係る損害賠償額 

(３１６，５４４円)の決定の専決処分 

道路管理に係る損害賠償額 

(４６，７２５円)の決定の専決処分 

道路管理に係る損害賠償額 

(１９７，０００円)の決定の専決処分 

道路管理に係る損害賠償額 

(２４１，２７０円)の決定の専決処分 

道路管理に係る損害賠償額 

(１９，４５５円)の決定の専決処分 
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